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１ 計画策定の背景 

◇障がい者福祉をめぐる動き 

 

年月 障害福祉施策の動き 

平成 18 年 ３月 『第一期小平市障害福祉計画』を策定 

（平成 18（2006）年度～平成 20（2008）年度） 

４月 ・障害者自立支援法の施行 

（就労支援の強化、障害程度区分によるサービス基準の明確化、サービス

提供主体の市町村への一元化など） 

12 月 ・バリアフリー新法の施行 

（高齢者や身体障がい者等の移動の円滑化など） 

平成 19 年 ９月 ・障害者権利条約に署名 

平成 20 年 ３月 
『小平市障がい者福祉計画』を策定 

（平成 20（2008）年度～平成 23（2011）年度） 

平成 21 年 ３月 
『第二期小平市障害福祉計画』を策定 

（平成 21（2009）年度～平成 23（2011）年度） 

平成 22 年 12 月 ・障害者自立支援法の改正 

（利用者負担の見直し、発達障がいが対象として明確化など） 

平成 23 年 ８月 ・改正障害者基本法の施行 

（障害者の定義の見直し、差別の禁止など） 

平成 24 年 ３月 『小平市障がい者福祉計画』及び 

『第三期小平市障害福祉計画』を策定 

（平成 24（2012）年度～平成 26（2014）年度） 

平成 24 年 10 月 ・障害者虐待防止法の施行 

（虐待の分類、虐待を発見した国民の通報義務、市町村障害者虐待防止セ

ンター・都道府県障害者権利擁護センターの設置など） 

平成 25 年 ４月 ・障害者総合支援法の施行 

（難病患者を対象として追加、障害者サービスの一元化、地域生活支援事

業の追加等） 

 ・障害者優先調達推進法の施行 

（国や地方公共団体による障害者就労施設等からの物品の調達の推進な

ど） 

平成 26 年 １月 ・障害者権利条約の批准 

４月 ・改正精神保健福祉法の施行 

（保護者制度の見直し、医療保護入院の手続きの見直しなど） 

平成 27 年 １月 ・難病法の施行 

（医療費助成の対象疾病の拡大など） 

平成 27 年 ３月 『小平市障がい者福祉計画』を策定 

（平成 27（2015）年度～令和２（2020）年度） 

『第四期小平市障害福祉計画』を策定 

（平成 27（2015）年度～平成 29（2017）年度） 
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年月 障害福祉施策の動き 

平成 28 年 ４月 ・障害者差別解消法の施行 

（障がい者に対する差別的取扱いの禁止、合理的配慮の提供義務など） 

 ・改正障害者雇用促進法の施行 

（雇用分野での障がい者差別禁止、合理的配慮の提供義務、法定雇用率の

算定基礎に精神障がい者を加える（平成 30 年４月施行）） 

５月 ・成年後見制度利用促進法の施行 

（成年後見制度の利用の促進のための基本計画の策定など） 

８月 ・改正発達障害者支援法の施行 

（ライフステージを通じた切れ目のない支援、家族なども含めた、きめ細

やかな支援を推進、発達障害者支援地域協議会の設置など） 

平成 30 年 ３月 『第五期小平市障害福祉計画』及び『第一期小平市障害児福祉計

画』を策定 

（平成 30（2018）年度～令和２（2020）年度） 

４月 ・障害者総合支援法及び児童福祉法の一部改正法の施行 

（「自立生活援助」、「就労定着支援」の創設など） 

・地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の改正 

（地域共生社会の実現に向けた取組の推進など） 

６月 ・障害者による文化芸術活動の推進に関する法律の施行 

（文化芸術活動を通じた個性・能力の発揮、社会参加の促進など） 

10 月 ・ギャンブル等依存症対策基本法の施行 

（各段階に応じた防止・回復のための対策、日常生活・社会生活の支援など） 

12 月 ・ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策の総合的かつ一体

的な推進に関する法律（ユニバーサル社会実現推進法）の施

行 

令和元年 ６月 ・障害者雇用促進法の一部改正法の施行 

（短時間労働以外の労働が困難な状況にある障がい者の雇入れ及び継続雇

用の支援など） 

・視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（読書

バリアフリー法）の施行 

（アクセシブルな書籍（点字図書・拡大図書等）の量的拡充、質の向上な

ど） 

令和２年 ６月 ・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バ

リアフリー法）の一部改正法の施行 

（移動円滑化に関するソフト面の対策強化、バリアフリー基準適合対象の

拡大など） 
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◇障がい者福祉をめぐる動き 
 
年
度 

平成 
21 

平成 
22 

平成 
23 

平成 
24 

平成 
25 

平成 
26 

平成 
27 

平成 
28 

平成 
29 

平成 
30 

令和 
元 

令和
２ 

令和
３ 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

障   害   者   基   本   法 

◇平成 23 年改正 ◇平成 25 年改正 

発  達  障  害  者  支  援  法 

◇平成 28 年改正 

障 害 者 虐 待 防 止 法 

障 害 者 権 利 条 約 批 准 

障 害 者 差 別 解 消 法 

障 害 者 雇 用 促 進 法 

◇平成 21 年改正            ◇平成 28 年改正   ◇令和元年改正 

障 害 者 自 立 支 援 法 障 害 者 総 合 支 援 法 

◇平成 28 年改正 ◇平成 30 年改正 

令和２年施行 

 

障 害 者 優 先 調 達 推 進 法 

児 童 福 祉 法 

                    ◇平成 28 年改正     ◇令和元年改正 

平成30年施行 令和２年施行 
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２ 計画策定の目的 

『小平市障がい者福祉計画』（平成 27（2015）年度～令和２（2020）年度）及

び『第五期小平市障害福祉計画・第一期小平市障害児福祉計画』（平成 30（2018）

年度～令和２（2020）年度）の計画期間が令和２（2020）年度に終了となるため、

これまでの計画を発展的に見直し、進捗状況及び目標数値の達成状況を検証すること

により、令和３（2021）年度以降の小平市の障がい福祉関連施策を計画的に推進し

ていくことを目的とします。 

 

 

３ 計画の位置付け 

『小平市障がい者福祉計画』は、障害者基本法第 11 条第３項に基づく市町村障害

者計画に相当するもので、障害福祉サービスの提供体制の整備だけでなく、保健・医

療や教育、社会参加、災害時の支援など、小平市の障がい者施策の総合的な展開・推

進を図るための計画であると言えます。国の『障害者基本計画』や東京都の『東京都

障害者計画』との連携を考慮して策定しています。 

また、『小平市障がい者福祉計画』は、『小平市第四次長期総合計画』の部門別計画

として、『小平市地域保健福祉計画』及びその分野別計画である『小平市高齢者保健

福祉計画・小平市介護保険事業計画（地域包括ケア推進計画）』、『第二期小平市子ど

も・子育て支援事業計画』、『小平市福祉のまちづくり推進計画』、『小平市特別支援教

育総合推進計画（第二期）前期計画』など、関係する他の計画との整合性を図って策

定しています。 

このうち、『小平市特別支援教育総合推進計画（第二期）前期計画』は、特に本計

画との関連性が高く、『特別支援教育総合推進計画』においては、就学に向けた相談

や学校での支援など、義務教育期の学校教育の取組を中心として推進していきます。

乳幼児期の療育や発達支援、保育園等における支援や、義務教育期の放課後活動にお

ける支援、生涯学習や就労支援等についても、両計画の整合性を図りながら、取組を

推進します。 

一方、『小平市障害福祉計画』は、障害者総合支援法第 88 条に基づく市町村障害

福祉計画で、障害者総合支援法に基づく指定障害福祉サービス、指定地域相談支援、

指定計画相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する事項等を定め、

「障がい者福祉計画」の一部である障害福祉サービスなどに関してより具体的な内容

を定める、実施計画として位置付けられています。 

また、『小平市障害児福祉計画』は、児童福祉法第 33 条の 20 第１項に基づく市

町村障害児福祉計画で、児童福祉法に規定する障害児通所支援及び障害児相談支援の

提供体制の確保に関する事項等を定め、障がい者福祉計画の一部である障害児通所支
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援などに関してより具体的な内容を定める、実施計画として位置付けられています。 

国の「基本指針」では、令和５（2023）年度を目標年度とする成果目標、令和５

（2023）年度までの各年度における障害福祉サービス、相談支援、地域生活支援事

業、障害児通所支援及び障害児相談支援の種類毎の必要な量の見込み並びにその見込

み量の確保のための方策、その他必要な事項を定めるよう規定されています。 

小平市では、国の「基本指針」で示された考え方を踏まえ、『小平市障がい者福祉

計画』『第六期小平市障害福祉計画』『第二期小平市障害児福祉計画』を一体の計画と

して策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

  

整

合 

整

合 

整

合 

整

合 

整合 

整合 

整合 

整
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小平市第四次長期総合計画 

 

小平市障がい者福祉計画 

障害者基本法第 11 条 

 

第六期 

小平市障害福祉計画 

障害者総合支援法第88条 

第二期 

小平市障害児福祉計画 
児童福祉法第33条の20 

東
京
都
障
害
者
計
画 

障
害
者
基
本
計
画
（
国
） 

各分野別計画 

・小平市地域包括ケア推進計画 

・第二期小平市子ども・子育て支

援事業計画 

・小平市第三期福祉のまちづくり

推進計画 

・小平市特別支援教育総合推進 

計画（第二期）前期計画 

・その他関連計画 

小平市第四期地域保健福祉計画 

社会福祉法第 107 条 

基
本
指
針
（
国
） 

東
京
都
障
害
福
祉
計
画 

東
京
都
障
害
児
福
祉
計
画 
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４ 計画の期間 

『小平市障がい者福祉計画』の期間は令和３（2021）年度から令和８（2026）

年度までの６年間とし、また『第六期小平市障害福祉計画』及び『第二期小平市障害

児福祉計画』の期間は令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの３年間

とします。 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

   

   

  
 

 

 

 

５ 計画策定の体制 

本計画の策定に際して、令和元（2019）年 10 月から 11 月にかけて、障がい者

（手帳所持者）、難病等の方、発達障がい者☆を対象としたアンケート調査を実施し、

その結果を基礎資料として活用しました。 

また、障がいの当事者、障がい者福祉関係団体、公募市民などが参加した「小平市

障がい者福祉計画・第六期小平市障害福祉計画・第二期小平市障害児福祉計画検討委

員会」を設置し、本計画素案などの検討を行うほか、庁内においては福祉・教育・子

育てなどの関係部局による「小平市障がい者福祉計画・第六期小平市障害福祉計画・

第二期小平市障害児福祉計画策定調整会議」などにより、連携の強化を図り策定を進

めました。 

さらに、「地域自立支援協議会」からも意見を聴くほか、本計画素案について「市

民懇談会」を開催するとともに、市民意見の募集（パブリックコメント）を実施して、

広く市民の声を本計画に反映させるよう努めました。 

 

☆「発達障がい者」…障害者総合支援法で支援の対象となる「発達障がい者」は、診断を受けた
人ですが、アンケート調査の対象とした発達障がい者には「発達障がいと思われる人」（診断
を受けていない）も含みます。  

見直し 
 

見直し 
 

見直し 
 

見直し 
 

小平市障がい者福祉計画 

小平市障害福祉計画 

（第七期） 

小平市障害児福祉計画 

（第三期） 

小平市障害福祉計画 

（第六期） 

小平市障害児福祉計画 

（第二期） 

小平市障害福祉計画 

（第五期） 

小平市障害児福祉計画 

（第一期） 

小平市障がい者福祉計画 

 

見直し 
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「自立」という言葉の概念については様々な見解や解釈があり、今日まで広く受

け入れられている統一的な定義というものは見当たりません。 

本計画では、身辺的援助や経済的援助を受けているかなど、「他者からの援助を

必要とするか否か」で判断するのではなく、「自分の生き方を自らの意思で決め、

具体的な生活の様式や内容を自己選択・自己決定しつつ、社会の一員として生活し

ていく人格的自立」を「自立」の概念としています。 

 
 
 

 

 
 

小平市では、“心のバリアフリー”等を推進するために、広報誌など市で使う「障

害者」などの「害」の字の表記について、可能な限りひらがなで表記するか、他の

言葉で表現しています。ただし、国の法令や地方公共団体などの条例・規則などに

基づく法律用語や引用、施設名等の固有名詞については変更せずに、引き続き「害」

の字を使っています。このため、本計画でも「がい」と「害」の字が混在する表現

となっています。 

  

「自立」の概念について 

「障害者」等の「害」の表記について 
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「障がい」の定義については、国際的に本人の機能に着目した“医療モデル”か

ら、環境との相互作用を重視する“社会モデル”への転換が進んでいます。「国際

生活機能分類（ＩＣＦ）」（平成 13（2001）年）では、障がいを、①健康状態、

②生活機能（心身機能・身体構造、活動、参加）、③背景因子（環境因子、個人因

子）の三要素の相互作用として捉えています。 

 

小平市の障がい者施策も、従来は基本的に身体障がい・知的障がい・精神障がい

のいわゆる「三障がい」のある人を対象に推進してきましたが、平成 22（2010）

年 12 月に障がいの範囲の見直しが行われたことにより、「発達障がい」が障害者

自立支援法上の障がいの範囲に明記されました。 
 

また、障害者基本法の改正により、第２条で、「障害者」とは「身体障害、知的

障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と

総称する。）がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は

社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう」と定義されています。 
 

高次脳機能障がいも精神障がいに含まれることとされ、支援の対象となっている

ほか、平成 25（2013）年４月には、障害者総合支援法の定める障害者（児）の

対象に、新たに難病等が加わり、障害福祉サービス、相談支援等の対象となりまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「障がい者」の範囲について 
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183,990 184,003 184,316 
185,677 

186,339 186,958 

188,609 
189,885

191,308

193,596
194,869

170,000

180,000

190,000

200,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年

(人)

296 290 291 297 298 310 325 335 343 352
346 385 387 396 425 443 458 467 478 499
44 46 51 52 54 56 57 54 54 63

2,547 2,547 2,558 2,639 2,691 2,696 2,731 2,750 2,807 2,824

1,361 1,393 1,420 1,449 1,526 1,569 1,600 1,676 1,757 1,825317 322 325 322 
322 329 330 336 

332 335

4,911 4,983 5,032 5,155 
5,316 5,403 5,501 5,618 

5,771 5,898
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2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成
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23年度

平成

24年度

平成

25年度

平成

26年度

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

視覚障がい 聴覚･平衡機能障がい 音声･言語機能障がい 肢体不自由 内部障がい 合併障がい

(人)

１ 人口の推移 

小平市の過去 10 年間の人口の推移をみると、平成 22（2010）年以降増加傾向

にあり、平成 22（2010）年に 183,990 人であったのが、令和 2 年（2020）年

には 194,869 人になり、約 1.05 倍となっています。特に、平成 30（2018）年

から平成 31（2019）年にかけては 2,288 人増加し、大きな伸びを示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：町丁別住民基本台帳人口 ※各年１月１日現在 
 

２ 身体障がい者の状況 

小平市の身体障害者手帳の所持者数は、平成 22（2010）年度に 4,911 人であっ

たのが、令和元（2019）年度には 5,898 人となり、約 1.20 倍の伸びを示してい

ます。障がい別では、「聴覚・平衡機能障がい」が約 1.44 倍、「音声言語・言語機能

障がい」が約 1.43 倍、「内部障がい」が約 1.34 倍となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障がい者支援課 ※各年度３月３１日現在  
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元年度

(人)

３ 知的障がい者の状況 

小平市の愛の手帳（療育手帳）の所持者数は、平成 22（2010）年度に 1,066

人であったのが、令和元（2019）年度には 1,615 人になり、約 1.52 倍の伸びを

示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障がい者支援課 ※各年度３月３１日現在 

 

４ 精神障がい者の状況 

小平市の精神障害者保健福祉手帳の所持者数は、平成 22（2010）年度に 997

人であったのが、令和元（2019）年度には 2,069 人になり、約 2.08 倍の伸びを

示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障がい者支援課 ※各年度３月３１日現在  
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５ 自立支援医療（精神通院）受給者数の推移 

小平市の自立支援医療（精神通院）受給者の推移では、平成 22（2010）年度に

2,317 人であったのが、令和元（2019）年度には 3,944 人になり、約 1.70 倍に

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障がい者支援課 ※各年度３月３１日現在 

 

６ 難病医療費等助成受給者数の状況 

小平市の難病医療費等助成受給者数は、平成 22（2010）年度に 1,465 人であっ

たのが、令和元（2019）年度には 1,905 人になり、約 1.30 倍の伸びを示してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：障がい者支援課 ※各年度３月３１日現在  
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７ 児童・生徒の状況 

（１）０歳から 18 歳までの年齢別手帳所持者数 

小平市の 18 歳以下の手帳所持者数は、令和２（2020）年３月 31 日現在、身

体障害者手帳が 185 人、愛の手帳が 449 人、精神障害者保健福祉手帳が 51 人

となっています。 
 

年齢 身体障害者手帳 愛の手帳 精神障害者保健福祉手帳 

０～３ 12 17 0 

４～６ 29 47 1 

７～９ 32 89 7 

10～12 42 86 10 

13～15 38 98 8 

16～18 32 112 25 

合計 185 449 51 

資料：障がい者支援課 ※令和２（2020）年３月３１日現在 
 

（２）特別支援学級等の学年別在籍児童・生徒数（市立小学校、中学校） 

小平市立小学校に在籍する特別な支援を要する児童数は、令和２（2020）年５

月１日現在、特別支援学級（固定級）が 169 人、特別支援教室及び通級指導学級

が 428 人となっています。 

小平市立中学校に在籍する特別な支援を要する生徒数は、令和２（2020）年５

月１日現在、特別支援学級（固定級）が 78 人、特別支援教室及び通級指導学級が

66 人となっています。 
 

学年 
小学校 中学校 

1 2 3 4 5 6 1 2 3 

特別支援学級
（固定級） 16 19 17 41 39 37 22 25 31 

合計 169 78 

                

学年 
小学校 中学校 

1 2 3 4 5 6 1 2 3 

特別支援教室
通級指導学級 22 73 104 84 78 67 30 21 15 

合計 428 66 

資料：学務課 ※令和２（2020）年５月１日現在 
※通級指導学級には、難聴・言語学級（きこえ・ことば）を含む。  
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（３）特別支援学校等の学年別在籍児童・生徒数 

小平市内や近隣の特別支援学校等に在籍する小平市在住の児童・生徒数は、令和

２（2020）年５月１日現在、220 人となっています。 

 

学年 
小学部 中学部 高等部 

合計 
1 2 3 4 5 6 1 2 3 1 2 3 

東京都立 
小平特別支援学校 

小金井特別支援学校 
田無特別支援学校 

12 21 14 16 8 8 19 10 13 22 18 24 185 

その他の 
特別支援学校等 0 1 1 3 1 2 3 1 1 3 6 13 35 

合計①（学年別） 12 22 15 19 9 10 22 11 14 25 24 37 220 

合計②（学部別） 87 47 86 220 

令和２（2020）年５月１日現在 
 

東京都立 

小平特別支援学校 
小学部・中学部・高等部 

東京都立 

小金井特別支援学校 
小学部・中学部（高等部なし） 

東京都立 

田無特別支援学校 
高等部（小学部・中学部なし） 

その他の 

特別支援学校等 

東京学芸大学附属特別支援学校・東京都立立川ろう学校・

東京都立青峰学園・東京都立南大沢学園・旭出学園・武蔵

野東学園など 
【 障がい者支援課調べ 】 
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８ アンケート調査の概要 

障がい者の生活実態や障がい施策に対する意見などを把握して本計画策定の基礎

資料とするため、令和元（2019）年 10 月から 11 月にかけて、市内在住の身体障

がい者、知的障がい者、精神障がい者、難病等の方及び発達障がいの方を主たる対象

者としたアンケート調査を実施しました。 

以下に掲げたのは、『小平市障がい者福祉計画・第六期小平市障害福祉計画・第二

期小平市障害児福祉計画策定のためのアンケート調査結果報告書（令和 2（2020）

年３月）』より抜粋した、調査結果の概要です。 

 

■アンケート調査の実施状況 

今回調査では、身体障害者手帳・愛の手帳・精神障害者保健福祉手帳の所持者、難

病等の方及び発達障がいの方に調査票を配付し、1,510 人の方から回答をいただき

ました。 

※発達障がいの方は、調査票を、学校、幼稚園、保育園、相談機関等を通じて配付しました。 

そのため、配付数の把握ができず、配付数及び有効回答率が空欄となっています。 

 

■アンケート調査の見方 

表の濃い網掛けは最も多い項目、薄い網掛けは２番目に多い項目、斜字は３番目に

多い項目です。（「無回答」を除く）  

 今回調査 
令和元（2019）年 10 月～11 月 

前回調査 
平成 28（2016）年 11 月～12 月 

配付数 有効回答数 有効回答率 配付数 有効回答数 有効回答率 

身体障がい者 1,628 819 50.3％ 1,184 622 52.5％ 

知的障がい者 463 218 47.1％ 299 158 52.8％ 

精神障がい者 613 265 43.2％ 345 147 42.6％ 

難 病 等 の 方 296 142 48.0％ 172 91 52.9％ 

合計 3,000 1,444 48.1％ 2,000 1,018 50.9％ 

発達障がいの方
※ 

－ 66 － － 55 － 
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＜調査結果＞ 

① 回答者 

今回の調査に記入いただいた方の内訳は、身体障がい者では 71.2％、精神障が

い者では 70.6％、難病等の方では 81.7％で「本人」との回答が最も多く、知的

障がい者では「家族や支援者が本人の意向を考えて記入」との回答が 47.2％で最

も多くなっています。 

発達障がいの方では、最も多かったのは「父母」で 89.4％となっています。 

 

② 基本事項について 

（ⅰ）身体障がい者 

性別は、男性が 52.4％、女性が 46.3％でした。年齢では「65 歳～74 歳」

（37.5％）が最も多く、次いで「40～64 歳」（35.2％）、「75 歳以上」（14.9％）

となっており、40 歳未満は１割程度となっています。日中の主な活動場所は「自

宅（家事・育児などを含む）」（30.0％）が最も多く、「職場（作業所など「福祉

的就労」の場も含む）」（23.4％）が続いています。 

 

（ⅱ）知的障がい者 

性別は、男性が 63.3％、女性が 35.3％でした。年齢では「18～39歳」（44.5％）

が最も多く、次いで「６～14 歳」（20.6％）が多く、比較的若い年代が多くなっ

ています。日中の主な活動場所は「職場（作業所など「福祉的就労」の場も含む）」

（29.8％）が最も多く、次いで「特別支援学校（小・中・高）」（15.1％）、「障

がい者の通所施設（生活介護、機能訓練など）」（14.7％）が多くなっています。 

 

（ⅲ）精神障がい者 

性別は、男性が 52.1％、女性が 47.2％でした。年齢では「40～64歳」（57.7％）

が最も多く、次いで「18～39 歳」（30.6％）が多くなっており、働き盛りの年

代が多くなっています。日中の主な活動場所は「自宅（家事・育児などを含む）」

（34.7％）が最も多く、次いで「職場（作業所など「福祉的就労」の場も含む）」

（33.6％）が多くなっています。 

 

（ⅳ）難病等の方 

性別は、男性が 28.9％、女性が 71.1％でした。年齢では「40～64歳」（61.3％）

が最も多く、次いで「18～39 歳」（23.9％）となっています。日中の主な活動

場所は「職場（作業所など「福祉的就労」の場も含む）」（53.5％）が最も多く、

次いで「自宅（家事・育児などを含む）」（35.2％）が多くなっています。  
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（ⅴ）発達障がいの方 

性別は、男性が66.7％、女性が31.8％でした。年齢では「６～14歳」（53.0％）

が最も多く、次いで「０～５歳」（25.8％）が多く、ほとんどの人が 14 歳以下

となっています。日中の主な活動場所は「幼稚園や保育園、学校、障がい児通所

施設などに通っている（在籍している）」（89.4％）が大部分を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.6 

4.1 

0.0 

0.0 

25.8 

2.2 

20.6 

0.8 

0.0 

53.0 

0.9 

7.3 

1.1 

0.0 

9.1 

7.0 

44.5 

30.6 

23.9 

10.6 

35.2 

19.3 

57.7 

61.3 

0.0 

37.5 

1.8 

6.0 

11.3 

0.0 

14.9 

0.5 

3.0 

2.1 

0.0 

1.8 

1.8 

0.8 

1.4 

1.5 

0% 25% 50% 75% 100%

身体障がい者 n=819

知的障がい者 n=218

精神障がい者 n=265

難病等の方 n=142

発達障がいの方 n=66

0～5歳 6～14歳 15～17歳 18～39歳 40～64歳 65～74歳 75歳以上 無回答 1
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③ 暮らし方について  

現在の暮らし方について、「家族・親族と一緒に暮らしている」という回答は、

身体障がい者で 74.2％、知的障がい者で 77.5％、精神障がい者で 63.8％、難病

等の方で 86.6％、発達障がいの方で 95.5%と、すべての対象者でもっとも高く

なっています。 

“３年後に誰とどのようなところで暮らしたいか”については、「家族・親族と

一緒に暮らしたい」が身体障がい者では 62.6%。知的障がい者では 56.4%、精神

障がい者では 47.2%、難病等の方では 76.8%ともっとも高くなっています。また、

知的障がい者では「グループホームで暮らしたい」が 17.9％と高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「その他の暮らし方」には、「友達など知り合いと一緒に暮らしたい」、「グループホームで
暮らしたい」、「障がい者施設で暮らしたい」、「介護保険（高齢者）施設で暮らしたい」、
「その他」が含まれます。 

 

  

11.8

5.0

23.8

7.7

62.6

56.4

47.2

76.8

5.8

23.0

10.7

5.6

14.2

6.4

14.7

9.9

5.6

9.2

3.8

0.0

0% 25% 50% 75% 100%

身体障がい者 n=819

知的障がい者 n=218

精神障がい者 n=265

難病等の方 n=142

ひとりで暮らしたい 家族・親族と一緒に暮らしたい

その他の暮らし方 わからない

無回答 1
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④ 年齢別、同居している家族・親族【クロス集計】 

年齢別に見ると、「0～17 歳」と「18～39 歳」では、すべての対象者で「母」や

「父」が高くなっています。「40～64 歳」では、身体障がい者と難病等の方で配偶

者が、知的障がい者と精神障がい者で「母」がもっとも高くなっています。 

また、「65 歳以上」では、身体障がい者・精神障がい者・難病等の方で「配偶者

（夫または妻）」がもっとも高く、次いで「子」となっています。 

 

【身体】 同居している家族・親族（年齢別） 

年齢 
 
同居している家族・親族 

0～17 歳 
n=29 

18～39 歳 
n=43 

40～64 歳 
n=222 

65 歳以上 
n=307 

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 

配偶者（夫または妻） 2  6.9  11  25.6  155  69.8  261  85.0  

父 25  86.2  24  55.8  27  12.2  0  0.0  

母 26  89.7  29  67.4  49  22.1  10  3.3  

子 0  0.0  9  20.9  87  39.2  126  41.0  

子の配偶者 0  0.0  0  0.0  2  0.9  13  4.2  

兄弟姉妹 17  58.6  15  34.9  17  7.7  11  3.6  

祖父母 3  10.3  1  2.3  1  0.5  1  0.3  

その他の親族 0  0.0  0  0.0  5  2.3  14  4.6  

無回答 0  0.0  1  2.3  2  0.9  3  1.0  

 

 

【知的】 同居している家族・親族（年齢別） 

年齢 
 
同居している家族・親族 

0～17 歳 
n=62 

18～39 歳 
n=78 

40～64 歳 
n=26 

65 歳以上 
n=2 

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 

配偶者（夫または妻） 0  0.0  0  0.0  0  0.0  0  0.0  

父 59  95.2  66  84.6  11  42.3  0  0.0  

母 61  98.4  78  100.0  19  73.1  0  0.0  

子 0  0.0  1  1.3  0  0.0  0  0.0  

子の配偶者 0  0.0  0  0.0  0  0.0  0  0.0  

兄弟姉妹 43  69.4  43  55.1  9  34.6  0  0.0  

祖父母 5  8.1  5  6.4  0  0.0  0  0.0  

その他の親族 0  0.0  1  1.3  3  11.5  2  100.0  

無回答 0  0.0  0  0.0  0  0.0  0  0.0  
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【精神】 同居している家族・親族（年齢別） 

年齢 
 
同居している家族・親族 

0～17 歳 
n=5 

18～39 歳 
n=62 

40～64 歳 
n=90 

65 歳以上 
n=11 

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 

配偶者（夫または妻） 0  0.0  7  11.3  35  38.9  10  90.9  

父 4  80.0  40  64.5  29  32.2  0  0.0  

母 5  100.0  50  80.6  47  52.2  0  0.0  

子 0  0.0  5  8.1  28  31.1  4  36.4  

子の配偶者 0  0.0  0  0.0  1  1.1  0  0.0  

兄弟姉妹 5  100.0  22  35.5  12  13.3  1  9.1  

祖父母 0  0.0  3  4.8  0  0.0  0  0.0  

その他の親族 0  0.0  1  1.6  2  2.2  0  0.0  

無回答 0  0.0  0  0.0  0  0.0  0  0.0  

 

【難病】 同居している家族・親族（年齢別） 

年齢 
 
同居している家族・親族 

0～17 歳 
n=0 

18～39 歳 
n=27 

40～64 歳 
n=79 

65 歳以上 
n=16 

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 

配偶者（夫または妻） - - 12  44.4  65  82.3  15  93.8  

父 - - 13  48.1  8  10.1  1  6.3  

母 - - 13  48.1  15  19.0  0  0.0  

子 - - 9  33.3  43  54.4  9  56.3  

子の配偶者 - - 0  0.0  0  0.0  0  0.0  

兄弟姉妹 - - 7  25.9  2  2.5  0  0.0  

祖父母 - - 2  7.4  0  0.0  0  0.0  

その他の親族 - - 1  3.7  1  1.3  0  0.0  

無回答 - - 0  0.0  0  0.0  0  0.0  
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【発達】 同居している家族・親族（年齢別） 

年齢 
 
同居している家族・親族 

0～17 歳 
n=57 

18～39 歳 
n=6 

40～64 歳 
n=0 

65 歳以上 
n=0 

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 

配偶者（夫または妻） 0  0.0  0  0.0  - - - - 

父 52  91.2  5  83.3  - - - - 

母 57  100.0  6  100.0  - - - - 

子 0  0.0  0  0.0  - - - - 

子の配偶者 0  0.0  0  0.0  - - - - 

兄弟姉妹 35  61.4  4  66.7  - - - - 

祖父母 6  10.5  1  16.7  - - - - 

その他の親族 0  0.0  0  0.0  - - - - 

無回答 0  0.0  0  0.0  - - - - 
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⑤ 地域で生活するために  

前問『③暮らし方について』で「ひとりで暮らしたい」、「家族・親族と一緒に暮

らしたい」、「友達など知り合いと一緒に暮らしたい」、「グループホームで暮らした

い」の“地域での暮らし”を希望された方に、地域での生活に必要なことをたずね

たところ、身体障がい者と知的障がい者では「緊急時、災害時等の支援体制」がそ

れぞれ 35.2%・56.5%ともっとも高く、精神障がい者では「経済的支援」が 48.0％、

難病等の方では「特に必要なことはない」が 29.8％ともっとも高くなっています。 

また、知的障がい者では「グループホームの整備」が 48.0％、精神障がい者で

は「相談支援体制の充実」が 46.5％と５割近くとなっています。 

 

【地域で生活するために（対象別上位５回答）】 

 
身体障がい者 

n=819 
知的障がい者 

n=218 
精神障がい者 

n=265 
難病等の方 

n=142 

１ 
緊急時、災害時
等の支援体制 

35.2％ 

緊急時、災害時
等の支援体制 

56.5％ 

経済的支援 
48.0％ 

特に必要なこと
はない 

29.8％ 

２ 
情報提供 

28.5％ 

グループホーム
の整備 

48.0％ 

相談支援体制の
充実 

46.5％ 

経済的支援 
25.8％ 

３ 
身近な医療機関
の確保 

21.3％ 

相談支援体制の
充実 

43.5％ 

情報提供 
33.0％ 

緊急時、災害時
等の支援体制 

23.4％ 

４ 
相談支援体制の
充実 

20.2％ 

経済的支援 
39.0％ 

就労支援の充実 
32.5％ 

情報提供 
21.8％ 

５ 
経済的支援 

19.4％ 
地域の理解 

38.4％ 

身近な医療機関
の確保 

23.0％ 

身近な医療機関
の確保 

21.0％ 
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⑥ 就労について  

日中の過ごし方に「職場」と回答された方に、その就労形態についてたずねたと

ころ、「正社員」が身体障がい者では 43.2%、精神障がい者では 32.6%、難病等

の方では 53.9%となっていますが、精神障がい者では「作業所などでの福祉的就

労」が 31.5％と「正社員」とは 1.1 ポイントの差となっています。 

また、知的障がい者では「作業所などでの福祉的就労」が 53.8％ともっとも高

くなっています。 

「正社員」と「パート・アルバイト」を合わせた“一般就労”の回答は難病等の

方で 86.8％、身体障がい者で 69.2％、精神障がい者で 56.2％、知的障がい者で

38.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

43.2

21.5

32.6

53.9

26.0

16.9

23.6

32.9

6.3

53.8

31.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

9.4

0.0

0.0

2.6

13.5

6.2

11.2

9.2

1.6

1.5

1.1

1.3

0% 25% 50% 75% 100%

身体障がい者 n=192

知的障がい者 n=65

精神障がい者 n=89

難病等の方 n=76

正社員 パート・

アルバイト

作業所などでの

福祉的就労

家の仕事の

手伝い

自営業 その他 無回答
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⑦ 情報の入手先について  

福祉関連情報の主な入手先についてたずねたところ、すべての対象者で「都や市

などの広報」が第１順位または第２順位となり、多くなっています。 

知的障がい者では「学校・職場・施設」が第１順位、精神障がい者では「インター

ネット」が第１順位、難病等の方では第２順位となっています。 

また、「病院・診療所」は、精神障がい者、難病等の方で第３順位となっていま

す。 

 

【情報の入手先（対象別上位５回答）】 

 
身体障がい者 

n=819 
知的障がい者 

n=218 
精神障がい者 

n=265 
難病等の方 

n=142 

１ 
都や市などの広
報 

58.1％ 

学校・職場・施
設 

40.8％ 

インターネット 
 

37.0％ 

都や市などの広
報 

51.4％ 

２ 
テ レ ビ ・ ラ ジ
オ・新聞 

30.5％ 

都や市などの広
報 

38.1％ 

都や市などの広
報 

32.1％ 

インターネット 
 

40.8％ 

３ 
インターネット 

29.3％ 
家族・親族 

33.5％ 
病院・診療所 

31.7％ 
病院・診療所 

26.8％ 

４ 

家族・親族 
 
 

15.1％ 

相談機関（あさ
やけ、ひびき、
ほっとなど） 

22.5％ 

テ レ ビ ・ ラ ジ
オ・新聞 
 

23.8％ 

テ レ ビ ・ ラ ジ
オ・新聞 
 

25.4％ 

５ 

病院・診療所 
 
 

14.8％ 

インターネット 
 
 

18.3％ 

相談機関（あさ
やけ、ひびき、
ほっとなど） 

17.7％ 

家族・親族／市
や保健所の窓口 
 

9.9％ 
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⑧ 障害福祉サービス、地域生活支援事業などの利用状況と利用意向〔上位３位〕 

今後利用したいサービスについてたずねました。 

「居宅介護」が身体障がい者、精神障がい者、難病等の方で第１順位になってい

ます。 

 

（ⅰ）身体障がい者 

   利用しているサービス 利用したいサービス 

１ 日常生活用具給付等事業 （7.2％） 居宅介護        （7.6％） 

２ 居宅介護        （6.8％） 
短期入所（ショートステイ） 
日常生活用具給付等事業 

（4.3％） 

３ 計画相談支援      （5.7％）  

 

（ⅱ）知的障がい者 

   利用しているサービス 利用したいサービス 

１ 計画相談支援     （39.4％） 
共同生活援助（グループホーム） 

（14.2％） 

２ 
短期入所（ショートステイ） 

（22.9％） 
行動援護       （11.9％） 

３ 日中一時支援事業   （21.1%） 
短期入所（ショートステイ） 

（10.6％） 

 

（ⅲ）精神障がい者 

   利用しているサービス 利用したいサービス 

１ 就労継続支援（Ｂ型）  （12.8％） 居宅介護        （7.9％） 

２ 
地域活動支援センター事業 
（あさやけ・はばたき） （11.3%） 

就労継続支援（Ａ型） 
就労定着支援      （7.5％） 
地域定着支援 

３ 計画相談支援      （9.1％）  
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（ⅳ）難病等の方 

   利用しているサービス 利用したいサービス 

１ 

居宅介護 
自立訓練（機能訓練） 
就労継続支援（Ａ型） 
就労定着支援      （0.7％） 
療養介護 
計画相談支援 
日常生活用具給付等事業 

居宅介護        （6.3％） 

２  地域定着支援      （5.6%） 

３  
就労継続支援（Ａ型） 
自立生活援助 
日常生活用具給付等事業 

（4.9％） 

 

（ⅴ）発達障がいの方 

   利用しているサービス 利用したいサービス 

１ 放課後等デイサービス （33.3％） 放課後等デイサービス （18.2％） 

２ 言語相談訓練     （21.2%） 日中一時支援     （12.1%） 

３ 児童発達支援     （13.6％） 障害児相談支援    （10.6％） 
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⑨ 災害時対策  

「避難場所がわかる」が身体障がい者では 44.3％、精神障がい者では 37.4％、

難病等の方では 58.5％ともっとも高くなっているほか、知的障がい者が 29.4％

となっています。 

知的障がい者では「食糧や水などの防災用品を用意している」が 38.1％ともっ

とも高くなっているほか、身体障がい者で 38.1％、難病等の方で 45.8％など、

全対象者で上位となっています。 

また、精神障がい者では「特に対策を立てていない」が 35.5％と、他の対象よ

り 15 ポイント以上高くなっています。 

 

【集計結果：災害時対策】 

項目 

身 体 
障がい者 
n=819 

知 的 
障がい者 
n=218 

精 神 
障がい者 
n=265 

難病等の方 
n=142 

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 

避難場所がわかる 363  44.3  64  29.4  99  37.4  83  58.5  

家族と避難方法を決めている 198  24.2  51  23.4  49  18.5  43  30.3  

近所の人に 
災害時の手助けを頼んである 

23  2.8  10  4.6  4  1.5  1  0.7  

食糧や水などの防災用品を 
用意している 

312  38.1  83  38.1  66  24.9  65  45.8  

必要な薬、補装具、医療器具などは 
すぐに持ち出せるように準備している 

206  25.2  42  19.3  39  14.7  26  18.3  

家具に転倒防止の対策をしている 168  20.5  56  25.7  33  12.5  30  21.1  

年１回は避難訓練に参加している 42  5.1  41  18.8  14  5.3  3  2.1  

「避難行動要支援者登録名簿」に登録
している 

73  8.9  36  16.5  1  0.4  0  0.0  

「ヘルプカード」を利用している 79  9.6  43  19.7  26  9.8  6  4.2  

その他 16  2.0  5  2.3  4  1.5  2  1.4  

特に対策を立てていない 167  20.4  44  20.2  94  35.5  25  17.6  

無回答 47  5.7  8  3.7  13  4.9  1  0.7  
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⑩ 充実させる施策  

身体障がい者では「障がい者が利用しやすい道路や公共施設などのバリアフリー

の推進」が 26.3％、知的障がい者では「グループホームなどの住まいの場の充実」

が 34.4％、精神障がい者では「就労支援（障害者就労・生活支援センターほっと

など）の充実」が 27.5％ともっとも高くなっています。 

また、難病等の方では「保健・医療、福祉、教育の連携と一貫した支援」が 26.1％、

発達障がいの方では「ライフステージ（入学、卒業、就職など）で途切れることの

ない一貫した支援」が 68.2％ともっとも高くなっています。 

 

【充実させるべき障がい者施策（対象別上位５回答）】 

 
身体障がい者 

n=819 

知的障がい者 

n=218 

精神障がい者 

n=265 

難病等の方 

n=142 

発達障がいの方 

n=66 

１ 

障がい者が利

用しやすい道

路や公共施設

などのバリア

フリーの推進 

26.3％ 

グループホー

ムなどの住ま

いの場の充実 

34.4％ 

就労支援（障害

者就労・生活支

援 セ ン タ ー

ほっとなど）の

充実 

27.5％ 

保健・医療、福

祉、教育の連携

と一貫した支

援 

26.1％ 

ライフステージ

（入学、卒業、

就職など）で途

切れることのな

い一貫した支援 

68.2％ 

２ 

災害時や緊急

時の支援体制

の充実 

25.2％ 

災害時や緊急

時の支援体制

の充実 

28.0％ 

障がいを理由

とする差別の

解消の推進／

障がい者のため

の身近な相談支

援体制の充実・

機能強化（地域

生活支援セン

ターあさやけ、

地域自立生活支

援センターひび

きなど） 

23.0％ 

障がい者が利

用しやすい道

路や公共施設

などのバリア

フリーの推進 

21.8％ 

放課後活動の

充実 

42.4％ 

３ 

保健・医療、福

祉、教育の連携

と一貫した支

援 

20.1％ 

ライフステー

ジ（入学、卒業、

就職など）で途

切れることの

ない一貫した

支援 

22.9％ 

災害時や緊急

時の支援体制

の充実 

19.7％ 

保健・医療、福

祉、教育の連携

と一貫した支

援 

40.9％ 

４ 

補装具の利用支

援や日常生活用

具の給付の充実 

17.8% 

日中一時支援、

短期入所など

介助者（家族や

親族）への支援

の充実 

22.0% 

就労に向けた訓

練の充実 

21.1% 

ライフステージ

（入学、卒業、

就職など）で途

切れることのな

い一貫した支援

／就労支援（障

害者就労・生活

支援センター

ほっとなど）の

充実 

17.6％ 

療育（言語訓練

など）の充実 

37.9％ 
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９ 障がい者福祉計画（前期計画）における重点施策

の評価・課題 

小平市障がい者福祉計画（平成 27（2015）年度から令和２（2020）年度）で

は、障害者基本法及び東京都障害者計画の障害者施策の推進や、小平市第三次長期総

合計画の基本理念を踏まえ、「健康で快適・自由で自立した生活の実現」、「ともに生

き、暮らし支えあう共生の地域づくり」を基本理念として、保健・医療・教育・社会

参加・災害時の支援など市の障がい者施策の総合的な展開・推進を図りました。 

ここでは、令和 3（2021）年度からの計画策定に当たり、前期計画において重点

施策としていた（1）相談支援と権利擁護の体制の確立、（2）居住系サービス、（3）

就労支援の充実、（4）就労相談、雇用の場と職域の拡大の４つの施策の進捗状況を

確認し、評価を行うとともに、課題を整理しました。 
 

（１）相談支援と権利擁護の体制の確立 

 

＜目標①＞ 

障がい者（児）の自立した生活を支え、課題の解決や適切なサービス利用ができ

るよう相談支援体制を充実させ、地域移行を支援・促進します。 

 

 

【評価・課題】 

○平成 27（2015）年度より、障害福祉サービス等を利用する際に、サービス等利

用計画の作成が必須となり、その計画の内容を関係機関が共有しながら、障がい者

の意向が尊重された適切な支援につなげられるよう、相談支援体制の充実を図りま

した。 

○その結果、平成 29（2017）年度には、サービス等利用計画・障害児支援利用計

画の作成率が 100％に達しました。 

○現在、市内では 15 の相談支援事業所において障害福祉サービス等を利用するため

のサービス等利用計画を作成しています。 

○一方で、特に、障がい児へのサービス提供における障害児支援利用計画については、

セルフプランが多く、相談支援事業所のさらなる充実が求められています。 
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＜目標②＞ 

地域自立支援協議会において、ワーキング部会の新設や活性化を図るとともに、

福祉・保健・医療・保育・教育・就労などの各分野の連携により、生活支援の充実

を推進します。 

 

 

【評価・課題】 

○障がい当事者や有識者、関係機関、関係団体の委員で構成されている地域自立支援

協議会を開催して、福祉・保健・医療・保育・教育・就労などの幅広い分野の連携

を図っています。 

○地域自立支援協議会では、障がいのある人の地域での生活を支えるため、日常にお

ける困り事から障がい者福祉計画等に掲げられた課題や目標をテーマとして、積極

的な議論を行っています。 

○また、地域自立支援協議会の開催のみでは解決が図れないテーマを中心に地域部会

及び当事者・情報部会を部会として立ち上げ、具体的な解決策などを検討していま

す。 

○地域部会では相談支援ワーキングとして、主に相談支援事業所のネットワークの構

築を図っています。当事者・情報部会では、趣向を凝らした呼びかけによる当事者

同士のワーキングを開催するなどの活動を行っています。 

 

 

＜目標③＞ 

発達障がい者（児）への支援では、ライフステージで途切れることのない一貫し

た支援の実現を目指し、早期発見・早期療育に係る相談支援の拠点の創設について

検討します。 

 

【評価・課題】 

○障がい児支援体制の充実を図るため、相談支援、発達支援、保護者・支援者支援及

び障がい児理解のための様々な取組を行いました。 

○平成 28（2016）年度には、発達支援について早期発見・早期療育に係る相談支

援拠点の創設について、小平市発達支援相談拠点検討委員会を設置し検討を重ね、

同委員会の報告書が作成されました。 

○平成 30（2018）年度には、障がい児支援体制の充実を図るため、児童発達支援

センターの設置について、小平市児童発達支援センター検討委員会を設置し検討を

重ね、同委員会の報告書が作成されました。 

○現在、障害者福祉センターを改修・増築し、発達支援相談拠点の機能を併せ持つ児

童発達支援センターの整備を進めています。 
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（２）居住系サービス 

 

＜目標①＞ 

地域での住まいを確保するため、グループホームを計画的に整備し、運営費等を

支援し安定的な運営の確保を図ります。 

 

 

【評価・課題】 

○共同生活援助（グループホーム）は、平成 27（2015）年４月から令和 2（2020）

年 9 月までの間に、10 施設、74 人分の定員が増加しました。 

○グループホームの安定的な運営を図るため、家賃補助や施設借上げ料の補助を行っ

ています。 

○一方で、共同生活援助（グループホーム）の利用を望む声は多くあります。 

○引き続き、計画的な整備を推進し、安定的な運営の確保に努めています。 

○障がいのある人の重度化・高齢化や介助・支援する家族の「親亡き後」を見据え、

障がいのある人が住み慣れた自宅や地域で暮らし続けるため、相談支援、体験の機

会・場の提供、緊急時や 24 時間体制の対応や受け入れ、担い手の専門性、地域の

体制づくりなどの５つの機能を備えた地域生活支援拠点等の整備について検討を

重ねてきました。 

 

 

＜目標②＞ 

障がいのある人の地域での住まいの確保に支障が生じることのないよう、地域移

行支援、地域定着支援、障がい者自立生活サポート事業や住宅入居等支援事業（障

がい者居住支援の推進事業）を活用し、賃貸住宅への入居が困難な障がいのある人

への支援を行います。 

 

 

【評価・課題】 

 ○施設入所者の高齢化や重度化が進行しており、地域移行には多くの課題があります

が、具体的な施設入所者のニーズ調査を進める必要があります。 

○施設に代わる日常生活の場として、共同生活援助（グループホーム）が推進されて

いることで、施設入所の待機者が減少しています。 

○地域移行支援、地域定着支援は、入所者自ら地域生活を望む声は多くないことが反

映され、サービスの利用者数は横ばいの状況です。 

○障がい者居住支援の推進事業は、住まいに関して気軽に相談できる窓口というセイ 

フティーネットの役割を果たしていますが、地域移行をする人からの相談件数は多 

くありません。  
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（３）就労支援の充実、及び（４）就労相談、雇用の場と職域の拡大 

 

＜目標①＞ 

働くことを希望する障がいのある人に、職業訓練の場を提供し、一般就労に結び

つくよう支援します。また、心身の状況から一般就労が困難な方については、福祉

的就労の場の確保に努めます。 

 

 

【評価・課題】 

○就労移行支援により一般就労への移行の推進を図りました。 

○就労移行支援の利用者が増加しており、就労意欲のある障がい者が増えています。 

○就労継続支援（福祉的就労）についても整備を進め、現在市内には 16 か所の事業

所があります。それにより特別支援学校卒業後の進路の選択肢が増えています。 

 

 

＜目標②＞ 

一般企業等で働くことを希望する障がいのある人のために、公共機関や企業での

雇用の場の拡大を推進します。 

 

 

【評価・課題】 

○障害者就労・生活支援センターほっとにおいて、一般就労を促進するために、相談

や就労支援を行うとともに、障がい者雇用を開始した企業への支援を行いました。 

○一般就労の受け入れ先である民間企業の障がいのある人の法定雇用率が引き上げ

られ、特に、精神障がい者の雇用が進んでいます。 

○これに伴い、障害者就労・生活支援センターほっとへの利用登録が増加しており、

受け入れ体制の改善が急務です。 

 

 

  



第２章 障がいのある人の現状と課題 

36 

10 障害福祉計画・障害児福祉計画（前期計画）に

おける成果目標の評価・課題 

第五期小平市障害福祉計画・第一期小平市障害児福祉計画（平成 30（2018）年

度から令和２（2020）年度）（この章では前期計画といいます。）では、障がいのあ

る人が自ら望む地域生活を営むことができるよう、「地域生活への移行」や「就労支

援」、「障害児支援」などの課題への対応について、国の基本指針を踏まえ、市の成果

目標を設定するとともに、これを達成するための活動指標を見込み、計画を進めてき

ました。 

令和３（2021）年度からの計画策定に当たり、前期計画における成果目標及び活

動指標の進捗状況について評価を行い、今後の３年間（令和３（2021）年度から令

和５（2023）年度）に取り組む課題を整理しました。 
 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 
 

＜前期計画の成果目標＞ 

入所施設の入所者の地域生活への移行については、平成 28（2016）年度末現

在の福祉施設入所者数が 113 人であり、国の基本指針に基づき、令和 2（2020）

年度末までに入所者数の 9％（11 人）以上を地域生活への移行、2％（３人）以

上削減することを目指すとし、入所者数を 113 人から 110 人に削減します。 
 

【活動指標の進捗状況】 

  基 準 時 点 
平成 28 年度 

実   績 
令和元年度 

前期計画目標 
（令和２年度末） 

入所施設の入所者の地域生活への移行 

（移行者数累計） 
6 人 2 人 11 人 

入所施設の入所者数の削減 

（施設入所者数） 113 人 113 人 110 人 

 

【評価・課題】 

○入所施設の入所者の地域生活への移行については、前々期計画では目標値に達しな

かったものの、実績では８人が移行しました。前期計画では移行を望む人が少なく、

令和元（2019）年度の実績は累計２人で目標値には届かない見込みです。 

○入所施設の入所者の地域生活への移行が少ない理由としては、施設入所者の高齢化

や重度化が進み、入所者が自ら地域生活を望む声が減少していると捉えています。 

○施設に代わる日常生活の場として、共同生活援助（グループホーム）が推進されて

いることで、施設入所の待機者が減少しています。 
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（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 
 

＜前期計画の成果目標＞ 

国の基本指針に基づき、令和２（2020）年度末までに、保健・医療・福祉関係

者による協議の場を設置することを目指します。また、精神障がい者の地域生活を

支援するために啓発に努めるほか、ひきこもりも含め、家族支援のためのアウト

リーチ（直接出向いていく）体制の構築について検討を行います。 
 

【活動指標の進捗状況】 

 
平成 30 年度 令和元年度 

前期計画目標 
（令和２年度末） 

精神障がいにも対応した地域包括 

ケアシステムの構築 
検討 検討 

「小平市精神

障がいにも対

応した地域包

括ケアシステ

ム連絡会」を

立ち上げた。 

 

【評価・課題】 

○昭和 41（1966）年に保健所が創設した精神障がい者の支援について議論する会

議体に、市を含め、医療機関や、訪問看護ステーション、障害福祉サービス事業所、

当事者・家族などが参加して、連携を深めています。 

○この会議体に参加している保健・医療・福祉関係者と事務局で令和元年度より協議

の場の準備を進め、令和２（2020）年 11 月に「小平市精神障がいにも対応した

地域包括ケアシステム連絡会」を立ち上げました。 

○ひきこもりも含め、家族支援のためのアウトリーチ（直接出向いていく）体制の構

築の検討については、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築の協議

の場における課題の一つになり、検討を継続する必要があります。 

○精神障がい者の地域生活を支援するための事業については、講演会や展示会を開催

し、その理解・啓発に努めています。 

○精神障がいの有無や程度にかかわらず誰もが安心して自分らしく暮らすことがで

きる地域づくりを進めるために、市を中心とした取組に加えて、地域住民の協力を

得ながら、差別や偏見のない、あらゆる人が共生できる包摂的な社会を構築してい

くことが重要となっています。 
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（３）地域生活支援拠点等の整備 
 

＜前期計画の成果目標＞ 

地域生活支援拠点等の整備について、目標を令和２（2020）年度末までとし、

可能な限り早期に実施できるよう努めます。 

整備にあたっては、面的整備を基本とし、緊急時の対応など、当事者やその家族

のニーズが高い機能から、段階的に整備を進めていくことを検討します。 
 

【活動指標の進捗状況】 

 
平成 30 年度 令和元年度 

前期計画目標 
（令和２年度末） 

地域生活支援拠点等の整備 

（圏域数） 

面的整備に向けて 

検討 

小平市を１圏域として、 

整備を行うとして検討 

 

【評価・課題】 

○障がいのある人の重度化・高齢化や介助・支援する家族の「親亡き後」を見据え、

地域が抱える課題に向き合い、障がいのある人が住み慣れた自宅や地域で暮らし続

けられるよう、相談支援、体験の機会・場の提供、緊急時や 24 時間体制の対応や

受け入れ、担い手の専門性、地域の体制づくりの５つの機能を備えた地域生活支援

拠点等の整備について、地域自立支援協議会を中心として、検討を重ねてきました。 

○地域生活支援拠点については、当市に合ったスキームの検討を行っているものの、

整備には至っていません。これまでの検討で、市を一つの圏域として整備し、地域

の複数の機関が分担して機能を担う面的な体制づくりを行うことを確認していま

す。 

○地域生活支援拠点等に整備する５つの機能を実現するために創設されている障害

福祉サービス報酬加算を活用した仕組みの理解・啓発を行うとともに、小平市圏域

として、面的整備を進めていくための具体的な仕組みづくりが必要です。 

○特に、緊急時の受入・対応については、担い手や受け皿の確保については、引き続

き、地域自立支援協議会を中心に検討するとともに、関係機関・関係団体の理解や

協力を得る必要があります。 

○市内の団体、障害福祉サービス事業所等、その他の障がい者を支える社会資源をど

のように連結し、地域生活支援拠点を整備していくか、相互に協議し、協力して、

整備に向けて検討していく必要があります。 
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（４）福祉施設から一般就労への移行 

① 福祉施設から一般就労への移行者数 

＜前期計画の成果目標＞ 

平成 28（2016）年度実績の 24 人を基準として、これまでの実績及び地域の

実情等を踏まえて、令和２（2020）年度中に福祉施設から一般就労へ移行する人

の数を 30 人（25％増）とすることを目指します。 

 

【活動指標の進捗状況】 

 基 準 時 点 
平成 28 年度 

実   績 
令和元年度 

前期計画目標 
（令和２年度末） 

福祉施設から一般就労への移行 

（年間移行者数） 
24 人 29 人 30 人 

 

② 就労移行支援事業所の利用者数と就労移行率 

＜前期計画の成果目標＞ 

就労移行支援事業所の利用者は、平成 28（2016）年度の 30 人から、令和元

（2019）年度には 52 人まで増加しています。 

この要因としては、障害者法定雇用率の引き上げにより、パソコン等のオフィス

ワークの訓練を行う就労移行事業所が多数開設され、それに伴う利用者の増加があ

げられます。 

これまでの実績及び地域の実情等を踏まえつつ、①の目標である一般就労移行者

数 30 人を達成するために、令和２（2020）年度末までに就労移行支援事業所の

利用者数 36 人について、就労移行率 100%を目指します。 
 

【活動指標の進捗状況】 

就労移行支援事業所の利用者数 
 

 基 準 時 点 
平成 28 年度 

実   績 
令和元年度 

前期計画目標 
（令和２年度末） 

就労移行支援事業の利用者数 

（3 月の実利用者数（人/月）） 
30 52 36 

 

就労移行支援事業所の就労移行率 
 

 基 準 時 点 
平成 28 年度 

実   績 
令和元年度 

前期計画目標 
（令和２年度末） 

就労移行支援事業所の就労移行率 

（就労移行率 3 割以上の事業所の割合） 
100％ 100％ 100％ 

※就労移行率の算出方法＝就労移行者数／利用者数  
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③ 就労定着支援開始後 1 年後の職場定着率 

＜前期計画の成果目標＞ 

市では、福祉施設から一般就労への移行は着実に進捗していると捉えていますが、

就労定着支援は平成 30（2018）年度から開始された新規事業のため、事業所の

開設を事業者に働きかけ、令和２（2020）年度末までに就労定着率を 80％以上

とすることを目指します。 

 

【活動指標の進捗状況】 

 基 準 時 点 
平成 30 年度 

実   績 
令和元年度 

前期計画目標 
（令和２年度末） 

就労定着支援開始後１年後の職場定着率 

（※平成30年度に創設されたサービス） 
- 85.2％ 80％ 

 

【評価・課題】 

○福祉施設利用者の一般就労への移行は、就労移行支援や就労定着支援の各障害福祉

サービスや、障害者就労・生活支援センターほっとの取組により一定の実績があり

ます。 

○就労移行支援事業所の利用者数と就労移行率については、市内にある２事業所の内、

１事業所で利用定員の増加を図ったことから、利用者数が伸びています。就労移行

率も 100%となっています。 

○就労定着支援開始後１年後の職場定着率については、市内２事業所で令和元年度の

実績は 85.2%であり、目標値を上回っています。 

○しかし、いわゆるコロナ禍において、企業が在宅勤務を導入するなど、就労の環境

は変化しています。 

○そのような中でも、安心して働き続けることができるよう、引き続き、就労支援体

制の充実や、ハローワークその他の関係機関との連携が求められます。 
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（５）障がい児支援の提供体制の整備 

① 重層的な地域支援体制の構築を目指すための児童発達支援センターの設置

及び保育所等訪問支援の充実 
 

＜前期計画の成果目標＞ 

障がい児支援の提供体制については、市内に支援の中核となる拠点がないため、

令和２（2020）年度末までに発達支援相談拠点の機能を併せ持つ児童発達支援セ

ンターを１か所設置することを目指します。 

保育所等訪問支援事業所は現在市内にないため、事業者に開設について働きかけ、

令和２（2020）年度末までに１か所以上整備します。 
 

【活動指標の進捗状況】 

 基 準 時 点 
平成 30 年度 

実   績 
令和元年度 

前期計画目標 
（令和２年度末） 

児童発達支援センターの設置 

※令和４年度の開設を目途 
検 討 基 本 設 計 実 施 設 計 

保育所等訪問支援の充実 

（設置箇所数） 0 0 1 

 

② 主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイ

サービス事業所の確保 
 

＜前期計画の成果目標＞ 

市内には、平成 29（2017）年度に、重症心身障がい児を支援する児童発達支

援事業所及び放課後等デイサービス事業所が各 1 か所開設されました。 

今後、サービスの向上を図るとともに、新たな事業所の開設についても事業者へ

働きかけます。 
 

【活動指標の進捗状況】 

 基 準 時 点 
平成 30 年度 

実   績 
令和元年度 

前期計画目標 
（令和２年度末） 

重症心身障がい児を支援する児童発達

支援の確保（設置箇所数） 
1（平成 29 年

度開設済） 
0 1 

重症心身障がい児を支援する放課後等

デイサービスの確保（設置箇所数） 

2（平成 29 年 

度現在・累計） 
0 1 
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③ 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置 

＜前期計画の成果目標＞ 

医療的ケアを必要とする児童が適切な支援を受けられるように、平成 30（2018）

年度末までに、保健・医療・障がい福祉・保育・教育等の関係機関等が連携を図る

ための協議の場を設置することを目指します。 
 

【活動指標の進捗状況】 

 
平成 30 年度 令和元年度 

前期計画目標 
（令和２年度末） 

医療的ケア児支援のための関係機関の 

協議の場の設置（平成 30 年度末設置） 
検討 

（設置準備） 

関係機関の 

連絡会を設置 

連絡会開催 

（年３回） 

 

【評価・課題】 

○平成 30（2018）年度に発達支援相談拠点の機能を併せ持つ児童発達支援センター

の設置に係る「小平市児童発達支援センター検討委員会」を開催し、機能等につい

て検討しました。 

○開設に向けて児童発達支援センターの運営方針や機能等の役割の明確化が必要で

す。 

○児童発達支援センターについては、障害者福祉センターの改修及び増築工事で設置

を行うこととしました。令和２（2020）年度に実施設計を行い、令和４（2022）

年度の開設に向けて、整備を行っています。 

○また、民間の児童発達支援事業所についても、令和３（2021）年度に開設が予定

されています。 

○保育所等訪問支援事業所は、働きかけを進めていますが、開設に至っていません。 

○重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業

所の確保については、令和２（2020）年度から新たに事業所が設置されました。 

○放課後等デイサービス事業所については、近年、サービスの質の確保も課題になっ

ています。 

○医療的ケア児支援のための関係機関が連携を図るための連絡・調整の場の設置につ

いては、「小平市医療的ケア児を支援する連絡会」を立ち上げ、現状や課題を共有

しました。 

○令和２（2020）年度には、当事者・家族に対する実態把握調査を行い、同意が得

られた医療的ケア児の名簿を整備する等、災害時の支援体制の構築に向けて取り組

みました。 

○ニーズの高い在宅レスパイト事業や通所事業所の整備等、不足している医療的ケア

児の支援について、検討を進めていく必要があります。 
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11 障がいのある人の現状と課題 

① 生活支援の推進 
 

【現状】 

○安心して住み慣れた地域で暮らすことを希望する人のために、グループホームの整

備を計画的に進めています。 

○地域自立支援協議会を運営し、困難事例に対する検討会議の開催、障がい者福祉計

画・障害福祉計画の進行管理、地域の関係機関とのネットワークの構築、中立・公

正な相談支援機能の向上を図っています。 

○障がいのある人が地域での生活を送れるよう、各種サービス（障害福祉サービス、

手当など）を提供し、地域での生活を支援しています。 

○地域移行の取組として、「地域移行支援」・「地域定着支援」の地域相談支援を実施

するほか、市の事業として、宿泊体験を行う「障がい者自立体験事業」や、民間賃

貸住宅への入居のための相談や保証人がいない場合に保証会社を紹介する「障がい

者居住支援の推進事業」を実施しています。 

○乳幼児期の各期における健康診査を行い、発達の気になる乳幼児の早期発見と相

談・指導を実施し、必要に応じて関係機関と連携し早期支援に努めています。 

○健診時における心理発達相談の充実に努めています。 

○各種医療費助成制度を通じて、障がいのある人の医療サービス利用を支援していま

す。 

 

＜課題＞ 

・障がいのある人が地域のサポートを受けながら自立した生活を送るために必要なグ

ループホームのさらなる整備と、住居・居住の場の確保に努める必要があります。 

・障がいのある人の数が年々増加していることや、地域での暮らしを希望する人も増

加傾向にあり、本人と介護者の高齢化などへの対応を含め、個々の状況や地域の実

情に応じたサービスの提供体制の整備とサービスの必要量の確保を図っていく必

要があります。 

・障がいのある人の地域生活を、年齢やライフステージによる切れ目がないように支

援し、一人ひとりが安定した生活を送れるよう、総合的な相談支援体制の強化を図

る必要があります。また、地域では、保健師等の専門職による訪問相談、ピアサポー

ター等の身近な支援者による相談支援、発達障がい等の障がいの特性に応じた専門

相談が求められています。 

・地域移行の推進については、地域移行のニーズ把握、地域における支援体制を整備

するための関係者との連携、生活の場の確保等にさらに努める必要があります。 

・障害福祉サービス等に従事する人材が不足傾向にあるため、質の高い人材の安定的

な確保と育成が求められています。 

・学齢期は放課後の居場所として放課後等デイサービスがあるのに対し、青年期・成
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人期の障がいのある人が、日中活動や就労の後に集団活動や交流ができる場所が少

ないため、整備を進めていく必要があります。 

・医療的ケアに対応できる生活介護などの日中活動の場が不足しています。 

・成人への健康診査・がん検診の受診を促し、障がいの原因となる生活習慣病等の早

期発見、早期治療がより必要となっています。 

・難病等の人からは、医療等の困りごととして「医療費の負担が大きい」、「専門的な治療

を行っている医療機関が近くにない・探しにくい」が挙げられ、課題がうかがえます。 

・精神障がいの発症の急性期に、本人の病識がないため家族が医療につなげるのに多

くの困難に直面しているケースや、精神面の課題から本人が受診しないで地域との

関係が断絶した状態で自宅に引きこもるなど、支援が行き届かない事例が増加して

います。 

・保健、医療、福祉、教育の連携と一貫した支援を図る必要があります。また、保健、

医療等の関係分野について一定の知識を持ち、障がいのある人を支援する調整役の

育成が必要です。 

 

 

② 生活環境の整備 
 

【現状】 

○市内の障壁（バリア）を解消するため、『小平市第三期福祉のまちづくり推進計画』

に基づき、市内にある公共施設、一定規模以上の建築物のバリアフリー化、誰もが

安心して利用できる歩行空間の確保や歩車道の段差改良などの整備を進めていま

す。 

○火災報知器、救急通報システムの助成を行い、防災に関する支援をしています。ま

た、障がい関連施設において防災訓練を実施し、防災意識の啓発に努めています。 

○「避難行動要支援者登録名簿」の作成や救急医療情報キットの配付など、災害時等

対策の強化を図っています。また、身近な地域で災害時等の対応を行っていくため

に、名簿の提供について市と協定を締結している自治会も増えています。 

○地域での障がいのある人への理解を促進し、緊急時・災害時または日常の中で困っ

たときに手助け（支援）を受けやすくするため、東京都が作成している「ヘルプマー

ク」と市が独自に作成している「ヘルプカード」の周知及び理解啓発を各種イベン

トや防災訓練等で行っています。 

 

＜課題＞ 

・障がいのある人が安心して地域生活を送るために、緊急時・災害時等の支援体制の

整備が求められています。 

・東日本大震災や熊本地震の教訓を踏まえ、また、台風などの自然災害に備えて、障

がい特性に配慮した災害時における対策を図る必要があります。地域住民や地域に

関係する団体等との連携や顔の見える関係の再構築が求められています。 



第２章 障がいのある人の現状と課題 

45 

・誰もが暮らしやすい地域づくりのため、ユニバーサルデザインのまちづくりのさら

なる推進を図っていく必要があります。 

・新型コロナウイルス感染症予防による障害者支援施設への通所日数の減少により、

生活リズムが変わり体力低下などが見られます。新しい生活様式に対応した生活環

境の整備が必要です。 
 

③ 教育・発達支援の充実 
 

【現状】 

○令和３（2021）年３月に『小平市特別支援教育総合推進計画（第二期）前期計画』

を策定し、保護者や関係機関との連携を図りながら特別な支援を必要とする乳幼児、

児童・生徒への支援を行っています。 

○白梅学園大学と連携を図りながら、発達の気になる子どもに関する療育支援事業を

実施し、地域における発達障がいの理解促進、啓発を行っています。 

○市内の保育園、幼稚園等に言語聴覚士、臨床発達心理士等の相談員を派遣する「巡

回相談事業」を行っています。 

○障害者福祉センター・あおぞら福祉センターにおいて言語相談・訓練を行い、早期

療育に努めています。 

〇未就学の障がい児や療育の必要性が認められた児童を対象に、「児童発達支援」を、 

障がいや特別な配慮が必要な子どもの社会的な自立や発達・成長を促すため、「放

課後等デイサービス」、「行動援護」、「移動支援」を行っています。 
 

＜課題＞ 

・一人ひとりへの支援がライフステージ（入学、卒業、就職など）で途切れることの

ないよう、一貫したさらなる支援体制の充実が課題です。教育委員会や他の関係部

署・機関と連携を図っていく必要があります。 

・療育支援については、保護者や学校等の関係者などへの障がいに対する理解の浸透

を図るとともに、関係機関、団体などとの連携により、地域に根ざした活動を発展

させていく必要があります。 

・発達が気になる子どもに対する早期からの専門的対応と、保護者への相談支援が必

要とされており、相談支援拠点の設置が必要です。 

・発達障がいなど特別な配慮が必要な子どもが増えているため、専門性を有する職員

を配置した療育機関などの受入体制の拡充・整備が求められています。 

・障がいや特別な配慮が必要な子どもの社会的な自立や発達・成長を促すため、家庭

や学校以外の放課後・余暇活動の場のさらなる充実を図る必要があります。  
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④ 雇用・就労の拡大 
 

【現状】 

○平成 19（2007）年５月に障害者就労・生活支援センターほっとを開設し、障が

いのある人の適性と能力に応じて一般就労を促進するため、相談や職場定着事業な

どの就労支援等を行い、自立と社会参加を応援しています。 

○市役所などにおいて職場実習を行うなど、就労に向けた体験の機会を提供し、就労

支援を行っています。 

○法定雇用率については平成 30（2018）年４月から引き上げられ、精神障がいの

ある人が雇用率の算定の対象となったことから、障がい者の雇用についての需要は

高まっています。 

〇一般就労へ移行した方の職場定着を図るため、事業主等との連絡調整や課題に関す

る助言を行う「就労定着支援」の利用が伸びています。 

〇平成 25（2013）年４月から障害者優先調達推進法が施行され、小平市において

も「小平市障がい者就労施設等からの物品・役務の調達方針」に基づき、障がい者

就労施設等が供給する物品等への需要の増進を図り、福祉的就労への側面支援等に

努めています。 

 

＜課題＞ 

・生活上の心配ごととして「お金のこと」、「就労や仕事のこと」が多いことから、障

がいのある人を雇用する企業の啓発や福祉的就労の場の提供が必要です。 

・仕事、就労での困りごととして「職場の人間関係が難しい」、「障がいへの理解がな

い」が多いことから、企業等に障がいへの理解と協力を求めていく必要があります。 

・障がいのある人の一般就労を促進していくためには、企業は障がいのある人の障が

い特性や実態を、市や事業所は企業のニーズや実情を把握する必要があり、相互の

連携が重要です。また、心身の状況から一般就労が困難な人には、福祉的就労の場

を確保し、行政と市内就労施設等との連携により、工賃水準の向上が求められてい

ます。 

・障がいのある人の企業での就労が増加するなかで、「ジョブコーチ」などの就労定

着支援、職場訪問など、継続的な支援の充実が求められています。 

・市役所における障がいのある人の雇用促進は図られていますが、雇用率のさらなる

向上と知的障がいや精神障がいのある人の雇用が求められています。 

 

⑤ 広報・啓発活動の推進 
 

【現状】 

○障がい者施策に関する情報やお知らせなどを市報や市のホームページなどに掲載

し、障がいのある人だけでなく広く一般の市民にも提供しています。差別解消法の

講演会やイベント時の啓発活動など、地域住民への理解の促進を図っています。 
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○地域活動に参加する場、自己成果の発表の場、あるいは障がいのある人とない人、

また障がいのある人相互の理解と交流の場として、「障がい者作品展」や「障がい

者運動会」を実施しています。 

○障害者福祉センターやあおぞら福祉センターなどが開催するイベントを通じて、障が

いに対する市民の理解と共感を深め、交流の輪を広げています。また、市内企業・関

係団体が主催するイベントなどの後援を行うことにより、連携を深めています。 

○平成 28（2016）年４月に障害者差別解消法が施行されたことに伴い、市職員等

への研修を実施し、法の趣旨の理解促進に努めるとともに、福祉バザーなどのイベ

ントにおいて市民への啓発に努めています。 

○市の公共施設に「身体障害者補助犬シール」を貼付し、視覚障がい者等が安心して

身体障がい者補助犬を連れて利用できるように配慮しています。 

○通知、広報などには音声コードやルビを付けて情報提供するよう取り組んでいます。 

○毎月第一、第三火曜日に健康福祉事務センターに手話通訳者を配置し、聴覚障がい

者が市の手続等を行う際に円滑に進むよう支援を行っています。 

○小平市ホームページを利用している人が、心身の条件や利用する環境に関係なく

ホームページ等で提供されている情報や機能に支障なくアクセスし、利用できる環

境を構築しています。 

○市の窓口に、職員が筆談できることを示す「耳マーク」を設置し、聴覚障がい者の

支援を行っています。 

 

＜課題＞ 

・障がいのある人が住み慣れた地域で自立した生活を送るために、地域における障が

いに対する理解促進を図る活動や地域住民と交流する機会のさらなる充実が必要

です。 

・発達障がいや高次脳機能障がいに関する理解促進のための啓発活動等を行っていま

すが、引き続き、保育・教育関係者をはじめ市民にも正しい理解を広げていく必要

があります。 

・難病や内部障がいなど、外見からはわかりづらい疾病や障がいに対する理解啓発の

さらなる推進が求められています。 

・広報・啓発活動が一貫性を持って行われるよう、担当部局と関係機関が連携し、地

域自立支援協議会の意見も踏まえながら、障がいのある人の立場に立った理解の促

進を図る必要があります。 

・共生社会の実現に向けて、障がいを理由とする差別の解消について市民の関心と理

解を深め、差別の解消を妨げている諸要因の解消を図る取組を進めていく必要があ

ります。 

・障がいのある人やその家族において「日常生活上、差別や偏見、疎外感がある」と

の意識があり、障がいへの理解や社会参加がまだ十分ではありません。また、障が

いのある人の社会参加を促すためには、地域での関係づくりと、多様なアプローチ

が必要とされています。 

 



第２章 障がいのある人の現状と課題 

48 

・障害者福祉センター、あおぞら福祉センターと地域が連携するイベント、障がい者

団体の活動による防災訓練や小学校に対する障がい者への理解促進の取組、市役所

での障がい施設の製品販売などにより、障がいに対する理解が深まっていますが、

さらに多くの人に周知を図ることが求められています。 

・緊急時及び平常時の、障がい特性に対応した様々な方法での情報発信とコミュニ

ケーション支援の充実がより一層求められています。 

・福祉関連情報の入手に際し困ることについて、アンケート調査で「どこに情報があ

るかわからないこと」という回答が多いことから、情報をさらにわかりやすく提供

していく必要があります。 

・手話通訳や要約筆記といった障がい者コミュニケーション支援のみではなく、知的

障がいや言語障がいなど、相手に自分の意思を伝えたりすることや、相手方がその

意思を読み取ることが難しい人への取組が求められています。 
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障がい者 

施策の柱の現状と課題 

 

 

【現状】 

・バリアフリーの推進 

・災害時対策の強化 
 

【課題】 

・障がい特性に配慮した 

災害対策 

・ユニバーサルデザイン 

のまちづくりの浸透 

 

 

【現状】 

・特別な支援を要する児童等に 

対する支援 

・発達障がいに対する理解促進、

啓発 
 

【課題】 

・乳幼児期から学校卒業後まで 

の一貫した支援の確保 

・関係機関等との連携による 

地域に根ざした活動の発展 

 

 

【現状】 

・障害者就労・生活支援センター

ほっとを中心とした就労支援 

・就労体験の機会の提供 
 

【課題】 

・企業開拓や福祉的就労の場の 

提供 

・継続的な支援の充実 

 

【現状】 

・グループホーム等の整備 

・相談支援機能の向上 

・保育園等での巡回相談等 

による早期支援 

・心理発達相談の充実 
 

【課題】 

・居住の場の確保 

・相談支援体制の強化 

・状況に応じたサービス量の 

確保 

・保健、医療、福祉、教育の 

連携と一貫した支援 

①生活支援の推進 

④雇用・就労の拡大 

③教育・発達支援の充実 ②生活環境の整備 

 

【現状】 

・幅広い広報の実施 

・相互理解と交流の場の提供 

・健康福祉事務センターにおける手話通訳

者の配置 

・情報のバリアフリーの推進 
 

【課題】 

・障がいに対する理解不足の解消 

・障がい者の立場に立った理解促進 

・障がい特性に配慮した情報提供 

⑤広報・啓発活動の推進 
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１ 計画の基本理念 

◇国の基本理念 

国は、障害者基本法の中で、「全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等し

く基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものである」との

理念にのっとり、「障害者個人の尊厳の尊重」「あらゆる分野の活動への参加」「障

害を理由とする差別の禁止」の３点を基本的理念に掲げています。 

また、障害者総合支援法では、「日常生活・社会生活の支援が、共生社会を実

現するため、社会参加の機会の確保及び地域社会における共生、社会的障壁の除

去に資するよう、総合的かつ計画的に行われること」を基本理念としています。 

 

【障害者基本法の基本的理念】 

１ すべて障害者は、個人の尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい

生活を保障される権利を有する 

２ すべて障害者は、社会を構成する一員として社会、経済、文化その

他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保される 

３ 何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別することその他

の権利利益を侵害する行為をしてはならない 

 

 

◇東京都の基本理念 

東京都は『東京都障害者・障害児施策推進計画』（令和３（2021）年度～令

和５（2023）年度）の中で、「全ての都民が共に暮らす共生社会の実現」「障害

者が地域で安心して暮らせる社会の実現」「障害者がいきいきと働ける社会の実

現」の３項目を施策推進の基本理念としています。 

 

【東京都障害者・障害児施策推進計画の基本理念】 

１ 全ての都民が共に暮らす共生社会の実現 

２ 障害者が地域で安心して暮らせる社会の実現 

３ 障害者がいきいきと働ける社会の実現 
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◇『小平市第四次長期総合計画』の基本的な理念とめざす将来像 
 

『小平市第四次長期総合計画』では、次のとおり基本的な理念を掲げています。 

 

【小平市第四次長期総合計画の基本的な理念】 

私たちは互いに認めあい、支えあい、助けあい、 

安全安心に住み続けられるまちづくりのために力を合わせます。 

私たちは「こだいら」の豊かな環境を守り、文化を育て、 

協働を積み重ね、持続可能な地域社会を次の世代に伝えます。 

 

 

また、基本的な理念を踏まえ、12 年後に目指す小平市の姿として、次のよう

に将来像を設定しています。 

 

【小平市第四次長期総合計画のめざす将来像】 

つながり、共に創るまち こだいら 

「つながり」 

私たちは、人と人との温かいつながりや、人と地域との心強いつながりで、これ

までのまちづくりを行ってきました。つながりは、安全安心の基盤を築き、豊かさ

を生み出します。 

これから新たな時代に対応しながら、これまで培ってきたつながりを土台に、新

しいつながりの形を探求し、多様なつながりを育みます。 

「共に創る」 

そして、市民、事業者、行政、関係人口や交流人口などが、それぞれに持つ資源

を結集し、役割分担をしながら、これからも魅力的で誇りに思えるまちを、心のゆ

とりを持ってみんなで共に創っていきます。 
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◇『小平市障がい者福祉計画』の基本理念 
 

国や東京都の障がい者施策、『小平市第四次長期総合計画』の掲げる理念を踏

まえ、本計画では「健康で快適・自由で自立した生活の実現」と、障がいのある

なしにかかわらずすべての市民が「ともに生き、暮らし支えあう共生の地域づく

り」を基本理念としていきます。 

この基本理念に基づいて、「障がいのある人の自己選択・自己決定の尊重とそ

れを実現する情報提供の充実」、「どんなに障がいが重くても地域で自立して暮ら

していけるまちづくり」、「ライフステージに応じた多様で一貫した支援のできる

計画づくり」の３つを基本方針としていきます。 

 

 

【小平市障がい者福祉計画の基本理念】 

１ 健康で快適・自由で自立した生活の実現 

２ ともに生き、暮らし支えあう共生の地域づくり 

 

【小平市障がい者福祉計画の基本方針】 

１ 障がいのある人の自己選択・自己決定の尊重とそれを実現する情報

提供の充実 

２ どんなに障がいが重くても地域で自立して暮らしていけるまちづく

り 

３ ライフステージに応じた多様で一貫した支援のできる計画づくり 
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２ 計画の基本目標（施策の柱） 

基本理念、基本方針を基に、その実現を図るための具体的な障がい者施策の中核

となる“施策の柱”（基本目標）を５つの分野ごとに設定し、具体的な施策の展開

を図ります。 

  

１ 生活支援の推進 

障がいのある人が安心して地域で自立した生活を送り、社

会活動に参加できるように、一人ひとりの障がいの特性に

合ったサービス提供を行っていくとともに、相談支援体制や

グループホームなどのサービスの充実を推進していきます。 

２ 生活環境の整備 

『小平市第三期福祉のまちづくり推進計画』の趣旨を踏ま

え、防災・防犯・消費者トラブル防止等対策の充実を図り、

道路や公共施設などのバリアフリー化を一層推進するととも

に、ユニバーサルデザインの視点から、誰もが地域で安心し

て、快適に暮らせる生活環境を整えていきます。 

３ 教育・発達支援の充実 

障がいのある子どもが身近な地域で支援を受けられるよ

う、障がい特性に応じた専門的な支援の提供とその質の確保

に努めます。保健・医療・福祉・子育て・教育等の関係機関

の連携を強化した総合的な支援を行うため、児童発達支援セ

ンターを中核拠点とした体制づくりを推進し、ライフステー

ジで途切れることのない一貫した支援の実現を目指します。 

４ 雇用・就労の拡大 

就労を希望する障がいのある人が適切な職業能力を身につ

けられるように、自立や就労のための訓練を充実させていき

ます。また、職業能力を持つ障がいのある人が一般就労に移

行していけるように、就職相談や就労支援を推進し、障がい

のある人が働き続けられるように、就労定着に向けた支援を

行います。 

５ 広報・啓発活動の推進 

障がいのある人とない人が互いに理解し支えあい、多様な

市民がともに同じまちに暮らしていることを実感できる共生

社会を実現するために、障害者差別解消法の趣旨に基づいて、

広報・啓発活動や福祉教育を通して、障がいのある人に対す

る社会的障壁を取り除くための合理的な配慮を行うことがで

きる社会を目指していきます。また、障がいのある人が円滑

に情報を受信・発信できるように、情報のバリアフリー化を

推進していきます。 
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３ 計画の展開（施策の体系） 

小平市では、基本理念・基本方針を軸として、“施策の柱”に沿って障がい者施

策を体系的に推進していきます。 

 

「障がい者福祉計画」施策体系 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（１）相談支援と権利擁護の体制の 

確立      重点施策 

（２）経済的自立の支援 

（３）訪問系サービス 

（４）日中活動系サービス 

（５）居住系サービス 重点施策 

（６）移動に関する支援 

（７）保健・医療サービス 

（８）その他サービス 

 （１）福祉のまちづくり 

（２）防災・防犯対策等 

 （１）療育・保育・教育の充実 

（２）特別支援教育の充実 

（３）放課後活動・生涯学習の充実 

 （１）就労支援の充実 重点施策 

（２）就労相談、雇用の場と職域の 

拡大      重点施策 

 （１）情報提供の充実 

（２）相互理解と啓発活動の推進 

（３）情報バリアフリー化の推進 

（４）コミュニケーション支援の推進 

（５）ボランティア活動への支援と 

ボランティアの養成 

基本方針 基本理念 

・
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
応
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た
多
様
で
一
貫
し
た
支
援
の
で
き
る
計
画
づ
く
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・
ど
ん
な
に
障
が
い
が
重
く
て
も
地
域
で
自
立
し
て
暮
ら
し
て
い
け
る
ま
ち
づ
く
り 

・
障
が
い
の
あ
る
人
の
自
己
選
択
・
自
己
決
定
の
尊
重
と
そ
れ
を
実
現
す
る
情
報
提
供
の
充
実 

・
と
も
に
生
き
、
暮
ら
し
支
え
あ
う
共
生
の
地
域
づ
く
り 

・
健
康
で
快
適
・
自
由
で
自
立
し
た
生
活
の
実
現 

２ 生活環境の 

整備 

３ 教育・発達 

支援の充実 

４ 雇用・就労 

の拡大 

施  策 施策の柱 

 

１ 生活支援の 

推進 

５ 広報・啓発 

活 動 の 推

進 


